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１．はじめに

2019年1月現在、渋谷駅から原宿へと歩を向けた
通行人は、明治通り沿い約200メートルにわたって
続く長大な工事現場への視界を遮る背の高い鋼板
と、その白壁のキャンバスの上に描かれた無邪気
なイラストアートに目を奪われるだろう（図1）。駅
周辺にはほかにも、官民連携の「渋谷駅前エリアマ
ネジメント協議会」1）主催の「SHIBUYA+FUN PROJ-
ECT」によって公募されたデザイン画やポスター、
企業広告が彩る工事用仮囲いが数多く存在する（図
2）。これらはいずれも、この地域で粛々と進められ
る巨大なジェントリフィケーション過程による階級
的剥奪と転換を表徴するアイコンである。
路上の公共域を注意深く眺めると、渋谷にはこの
種の奇怪な「アート」やその他利便設備が、空間の隙
間を埋めるように数多く存在する。歩行脇の駐輪場、
ホールに飾られた風船、植え込みに置かれた誰も座
れないベンチ、商業施設へと通行者を誘導する歩行
路脇の巨大な飾り、高架下スペース等に無数に張り
付けられた石礫、光の射さないガード下に設置され
た植栽プランター（図3）。
また災害による帰宅困難者を一時退避場所へと導

くための矢印を図像化したという「渋谷アロー・プ
ロジェクト」。しかしそれは実際には、それはすで
に災禍から狭いガード下の隙間へと逃れてきた者た
ちの滞留を拒むためのアンチ・ホームレススパイク
として機能している。
これら一見無邪気な構造物はいずれも、帰るべき

場所を失った者たちが留まりうる都市の余地を消し
去る、よこしまな意図の痕跡である。その意図は巧
妙に隠されている。街を美化し、利便性を高めよう
という別の意図によって。スポーツや健康を応援し、
被災者に寄り添い、また地域住民や商店主との協働
によって地域を活性化しようという名目によって、
陰惨で暴力的な意図が隠蔽されている。
本稿は、1996年から渋谷で野宿者の権利擁護に取

り組んできた筆者が、自らの支援活動とフィールド
ワークの経験とに依拠して、当地における都市再開
発の現況と意味、それによって失われた野宿生活者
の共同体と自助活動について記述し、考察するもの
である。所属団体の活動履歴にも触れるが、見解は
すべて私個人によるものであることをお断りしてお
く。

〈共
コモンズ
〉の私有化と抵抗

―渋谷におけるジェントリフィケーション過程と野宿者運動―

木村　正人 *

Masato KIMURA
Privatization and Protest of Commons:

On the Gentrification and Homeless Movement in Shibuya

概要 ：本稿では、東京都渋谷区において現在進行している大規模再開発、ジェントリフィケーション過程について、公共
領域の私有化による縮小と野宿者による抵抗運動に焦点を当てて考察する。その際、渋谷区が進める新宮下公園整備事業
とその上位計画の沿革を概観するとともに、2000年代前半、宮下公園に集住していた野宿者による自治活動の取り組みを
筆者自身の活動経験にもとづいて回顧し、路上共同体による生きる抵

プロテスト

抗の試みとして描く。抵抗は行政への要求運動に限
られず、むしろ共に食べ、働き、寝る、共同生活の営みとしてあった。ほかに行き場を失った者たちが、寄り添いあって
生きることがなぜ抵抗になるのか。それは大都市公共地の階級的転換が、集合的な生を孤立化し、規格に収まらない生を「法
外な」者として拒絶する企てであるからにほかならない。公園が施錠管理されることによって、公園利用者は不法侵入者・
不退去者に転化し、また公共地の私有化は、路上に体を横たえるなけなしの余地をも避難者から収奪する。渋谷の現況が
指し示しているのは、改正された都市公園法に基づく公園単体の改造の問題ではなく、新自由主義グローバリズムと「所
有者責任社会」の理念によって牽引された大都市再開発のひとつの理想化されたモデルなのである。 

キーワード：共有財と外部性、所有者責任社会、ホームレスネスの犯罪化、プレカリアート

＊ 高千穂大学人間科学部
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図 1. 宮下公園仮囲い
（2018年 3月著者撮影）

図 2. 駅周辺の壁面アート
（著者撮影）
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2．新宮下公園整備事業と野宿者排除 2)

宮下公園の光景が冒頭に述べたような遮蔽壁の設
置によって一変したのは、2017年3月27日のことで
あった。前日まで存在しなかった高さ3メートルの
白い工事用鋼板が、沿道から公園への視界を長く遮
り、歩行者を威圧するようにそびえている。当日の
朝、区内の路上で野宿していた仲間から連絡を受け
て現場へと駆けつけた私は、すでに数十人の警察官、
警備員が明治通りに面した公園の出入り口を隙間な
く塞いでいるのを目の前にした。前夜から園内2階
部分に寝泊まりをしていた野宿者は9名いたが、一
部は自主退去、冷たい雨のなか、園内にはまだ5名
が取り残されており、私は公園外部から、彼らの安
否を確認し、水飲み場やトイレの使用を許可するよ
う工事責任者に求めた。救援のために公園入口の階
段（供用停止の対象外区域）に立ち入った別の支援者
は、警官らに取り囲まれ、見動きがとれない状態だっ
た。
事の経緯と公園利用者の安否について工事責任者
である区公園課長に問い合わせると、今回の公園の
供用停止について利用者および住民への事前告知は

しておらず、「工事の準備をする工事」を急遽行うた
め公園は閉鎖する旨を当日朝8時30分に掲示したと
の回答であった。さらに報道関係者から伝え聞いた
話では、事前告知を行うと、「支援者の抗議でもめ
るので…（敢えて抜き打ちで封鎖した）」と、区職員
から居直りともとれる発言があったという3）。
区側は行政代執行などの手続きは避けたうえ、公

園利用者にはあくまでも「自主退去」を促すという姿
勢であった。雨を避けて体を休めることのできる代
替地の確保と区長への面会を要求して園内にとどま
る野宿生活者と公園課とのあいだの交渉は平行線を
たどり、みぞれまじりの雨が降るなか深夜1時過ぎ
にまで及んだ。結局宮下公園から徒歩数分、区役所
仮庁舎前スペースへの寝泊まりを公園課長が確約
し、当事者たちが移動するに至った。
冒頭に述べた仮囲いのイラストは、その後4月に

美大生ボランティアらを動員して設けられた。壁は、
ひとつには誰でも入れた公園を商業施設と高層ホテ
ルの建設によって事実上廃棄しようという工事の全
貌を物理的に覆い隠すことによって、またひとつに
はそうした不穏当な事実を、それとはまるで不釣り
合いな柔和な筆致の「アート」によって糊塗し中和す

図 3. 駅周辺の構造物（著者撮影）
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ることを通じて、通行人の目を二重に現実から背け
させている。
渋谷区による今回の突然の公園封鎖は、「新宮下
公園等再整備事業」の準備工事を名目としていた。
区は公園内にホテルおよび商業施設を含むビルを建
設し、五輪直前の2019年度内に開業することを目指
して、すでに事業者に三井不動産を選出していた4）。
当初公園敷地内に17階建て高層ホテルを建設する計
画が検討されたが、公園上部への施設建設は都市公
園法違反の疑いが濃厚であり撤回、その後公園面積
の8％にあたる北側部分にホテル部分を縮小、その
土地を公園区域から削除する提案とあわせて区議会
に再提出し、可決した経緯がある（2015年12月）。公
園全面に商業ビルが建ったら公園はどうなるのか。
区は、建物の3階屋上を緑のルーフがついたオープ
ンスペースとして開放し、カフェ、フットサル、バ
スケットコート等を併設する予定だという。
都市公園の全域に私企業の営利施設を建てるとい
う渋谷区の奇策は、改正都市公園法（2004年施行）の
「立体都市公園制度」にその着想を得ている。これは
主として公園地下空間の民間駐車場利用を念頭に、
公園の下部空間には都市公園法の規制が及ばないと
することで、市街地活用の制約を緩和する趣旨の制
度である。屋上型の立体都市公園についても定めが
あるとはいえ、階上へのアクセス確保、地図上の表
示、公開時間などに困難が生じるため、既存の都市

公園への適用は原則地下利用のみ、また開発許可に
よって要請される公園への新規設置も認めない、と
その適用が制限されていて（国土交通省「都市公園法
運用指針」）、全国でもまだ前例がほとんどない。
都市公園とは、そもそも市街地における緑地空間

および災害時避難地の確保等を主眼として各分類別
基準に見合う整備が自治体に義務づけられている。
渋谷区は今回の整備計画の目的として、耐震強度の
確保や地域の賑わいの創出を掲げているが、ホテル・
デパートの新規建設によって耐震性確保と企業収益
が見込まれる一方で、宮下公園は、災害時避難地、
恒常的な緑地空間としての機能を大幅に制約される
ことになる5）。都心主要駅に隣接し、幹線通り沿い
にある宮下公園の解体は、公共空間が安易な再開発、
市場化によってその公共性を奪われる由々しき実例
であり、公園での野宿生活を余儀なくされた困窮者
にとってのみならず、広くその是非を問われるべき
問題だといえる。
野宿者に対する渋谷区のこうした拙劣な措置は、

今回が初めてのことではない（表１）。渋谷区内で野
宿生活を余儀なくされた当事者への支援活動を始め
た1990年代後半以来、私たちは公園での炊き出し、
夏祭りや年末閉庁期間の集団野営、医療生活相談、
自主清掃等をめぐって私たちは都度区側と交渉を
行ってきた。

2009年に、渋谷区がナイキジャパンに公園のネー

表１．渋谷区における野宿者排除（一部）関連年表
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ミングライツを年額1700万円で権利付与し、園内に
フットサルコート、スケートボード場、ボルダリン
グ設備等をナイキ社負担で新設したが6）、その際に
起きた強制排除の様子は国内外で広く報道された。
園内に当時生活していた数十人の野宿者に対し、区
は退去を命じ、移転先の不備やナイキ化計画そのも
のに反対して移動を拒否した当事者については、警
備員、警察を導入して文字通り力づくで排除したの
だった。これについては、公園再整備にあたって受
注先をナイキ社に決定したプロセスに問題があるこ
と（一般競争入札および議会承認を経ておらず地方
自治法違反）や直接強制の違法性等が後に裁判で認
められ（2015年9月17日東京高裁判決）、強制排除さ
れた野宿者に対する11万円の賠償命令が出された。
より最近では、2013年の年末の閉庁期間に行っ
た集団野営と共同炊事の取り組みを、区が警察力
をもって排除、2014年には宮下公園を含む周辺3公
園を封鎖し、当時の桑原区長が「公園は炊き出しす
る場所ではない」と発言するなど、災害緊急時に果
たす都市公園の役割を否定するような出来事があっ
た。その桑原前区長の懐刀として、駅周辺公園への
一連のスポーツ施設誘致を主導してきた長谷部健氏
が、多文化共生とダイバーシティを合言葉に新区長
に就任したのは記憶に新しいところだろう。
新宮下公園整備事業を現在指揮するその長谷部氏
はかつて、代々木公園の野宿者たちが公園清掃の公
的就労を要求していた2003年、その傍らで清掃ボラ
ンティアのNPOグリーンバードを組織してみせた
やり手の広告マンであり、区議当選後は、野宿者が
住んでいた美竹公園にナイキ協賛のジョーダンコー
ト（ストリートバスケット場）を誘致した「実績」もあ
る。前出の公園ナイキ化を桑原区政下で主導した後、
2015年区長選を期して刷新された彼の個人HPには、
終電後静寂を取り戻すはずのハチ公前広場に位置す
る、地下鉄駅構内入口階段部分に、終夜利用可能な
コンサートステージを作るという悪辣な構想まで掲
げられていた。選挙戦の渦中ほどなくして削除され
たが、終電後シャッターの降ろされた階段部分には、
大きな庇

ひさし

があり、常時数十名の野宿者が夜露をしの
ぐために利用していたことを知る有権者は決して多
くはなかっただろう。
こうして野宿者排除が行われてきた契機は、時々
によって異なるものの、背景には、2000年代初頭に
端を発する駅周辺大規模再開発を通じた「都市再生」
の企図がある。その概要を巨視的に理解することが、
この地におけるジェントリフィケーションの動向と
特性を理解するためには肝要である。

3．中心地区基盤整備計画と五輪、アジア・
ゲートウェイ構想

渋谷は、歴史的には街道沿いの宿場町、また花街
として、また明治期に鉄道が開通して以降は、交通
の要所として発展を遂げた地である。また北部に位
置する代々木地域には、明治神宮（代々木御料地）と
代々木公園がある。54ヘクタールある広大なこの都
立公園は、元は帝国陸軍の練兵場だった敷地であ
り、敗戦後占領下の時代には駐留軍が兵舎および宿
舎（ワシントンハイツ）を設置、のち東京五輪選手村
として活用されたあと取り壊された跡地に造成され
た。戦争災害、神事、また五輪とを通じて残された
都市の空白地帯である。
こうしてみると、この地域は労働者の典型的な居

留地、あるいは貧困層の集住地帯ないし寄せ場とい
うわけではなかった。典型的なジェントリフィケー
ションが、インナーシティに存在する下層労働者の
居住地を再開発によって収奪し、ニューミドルの流
入を招いて、階級的に転換していく過程を指すとす
れば、この地域で起きている都市の大規模再編はど
のように理解されるべきだろうか。
以下では、この都市の再編過程が、第一に、グロー

バルな経済環境の中で五輪誘致という祝祭・有事を
契機として企図された開発であること（第3節）、第
二に、それが公的福祉の不在を通じてもたらされた
野宿者コミュニティーの解体と共同性の剥奪を伴っ
たこと（第4節）、第三に、それが誰にでも開放され
ていた公共地を私有によって囲いこむ（enclosure）と
同時に、潜在的消費者として望めない困窮者層を閉
め出す（exclosure）過程であり、それによって自然環
境や公共地といった外部性が収奪され、市場化され
ること（第5節）を順に論じる。最後に、それらと対
峙する野宿者共同体の生活と居場所づくりの試みが
いかなる意味でそれらに対する抵抗としてありうる
のかを結論として示す（第6節）。
宮下公園へのホテル・商業施設建設を計画する新

事業の着想に、桑原敏武渋谷区長（当時）が初めて言
及したのは、2020年五輪の東京開催が決まった9月7
日から間もない、2013年11月26日定例議会でのこと
であった。区長はこの「宮下公園及び駐車場の整備」
事業が「2020年東京オリンピック・パラリンピック
開催を視野に入れた取り組み」であり、かつ2013年
6月に都市計画決定した「渋谷駅周辺のまちづくり」
（渋谷ヒカリエに続く、渋谷駅街区、道玄坂一丁目
駅前地区、渋谷駅南街区、渋谷駅桜丘口地区の開発）
の一環として位置づけられることを、その発言にお
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いて明確にしている。同時に、それが、「渋谷駅中
心地区まちづくり指針2010」に示された、「緑と水」
の景観形成や老朽化のための改修、「世界から迎え
るお客様を、おもてなしの心はもちろん清潔で美し
いまちで迎えたいとの思いで開始された美化運動」
を強化するものであるとも表現している。
区長が言及した13年6月決定の「渋谷駅中心地区基
盤整備」都市計画とは、渋谷区がすでに2000年3月に
20年後の将来像を想定して策定していた「都市計画
マスタープラン2000」7）、また2001年の「渋谷駅周辺
整備ガイドプラン21」によってその基本方針が定め
られたものである。この計画はさらに2005年、国に
よる都市再生緊急整備地域の指定を受けて、鉄道・
不動産事業者との官民パートナーシップによる開発
事業へと具体化されていった。都市再生緊急整備と
は、小泉政権下で成立した都市再生特別措置法（2002
年制定）を根拠法とし、種々の規制緩和、債務保証、
補助金付与などを通じて、民間ディベロッパー等に
よる「都市再生」を政府主導において牽引していく新
たなスキームであり、渋谷区はこの指定を受けて、
基盤整備事業を加速させていくことになる。
その後2007年に策定された「渋谷駅中心地区まち
づくりガイドライン2007」において、区は、東京都

が2016年五輪の招致実現を企図して作成した都市戦
略「10年後の東京」（2006）と、第1次安倍内閣が打ち
出していた「アジア・ゲートウェイ構想」とを参照し
て、グローバル経済・ビジネスに後押しされた「都
市再生」と「総合的都市力の向上」を高らかに謳って
いる。2011年には東京都が構造改革特別区域に指定
され、渋谷区中心地区は外国企業誘致プロジェクト
「アジアヘッドクオーター特区」に指定される。それ
によれば、渋谷駅周辺地域は、「東京の国際競争力
を向上させ、更なる成長へと導くため、アジア地域
の業務統括拠点や研究開発拠点のより一層の集積を
目指し、特区内への外国企業誘致を推進」（東京都
政策企画局2011）するための拠点として、目下の再
開発を行っているのである。
図4は、2015年6月発行の「渋谷駅中心地区基盤整

備都市計画の概要」に掲載された、再開発の具体的
な見取り図である。すでに2012年に開業済みであっ
た「渋谷ヒカリエ」（図中①）を皮切りに、②渋谷駅
街区（渋谷スクランブルスクエア2027年度開業予
定）、③道玄坂一丁目駅前地区（渋谷フクラス2019年
秋竣工）、④渋谷駅南街区（渋谷ストリーム2018年9
月開業）、⑤渋谷駅桜丘口地区（2023年度竣工）と特
区内における大規模高層建築の相次ぐ竣工が予定さ

図 4. 渋谷駅中心地区基盤整備都市計画の概要
（渋谷区 2015：4-5）
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れている。
2013年の五輪招致決定を受け、ネーミングライツ
協定の中途解除をも強行して提案された新宮下整備
事業はこの概要には含められておらず、上記五地区
の計画に比して明らかに拙速に付け加えられた感が
否めない。しかし宮下公園での2017年の出来事は、
五輪開催のみならず、グローバル市場を見据えたこ
うした一連の国家規模の経済戦略のうちに位置づけ
て理解されなければならない。

４．失われた共同体

野宿者の孤立とニーズの集合化
さて、翻って今度は、宮下公園を中心に渋谷地域
で野宿者たちが行ってきた取り組みに目を転じるこ
とにしよう。1996年に私が渋谷地域での野宿者支援
活動に携わるようになったころ、渋谷の北隣、西新
宿の地下広場には野宿者たちの段ボールハウスが約
300軒立ち並ぶ「段ボール村」を形成しており、当事
者たちによる寄合い、共同炊事、夜回り活動が行わ
れていた。1996年1月24日、「動く歩道」建設工事を
名目に排除された野宿者たちが、再び地下広場「イ
ンフォメ前」に集まって住み、大規模なコミュニティ
ができていた。
そこから3キロほど離れた渋谷の駅周辺地域の野

宿者たちは、それとは対照的に、夜間の軒先などに
まばらに点在して住み、互いに孤立した状態にあっ
た（テント定住層が1997年12月時点ですでに70名程
存在した代々木公園を除く）。宮下公園一階部分、
またその近隣の美竹公園には、それぞれ数人古参の
野宿者が定住型テントをもっており、いずれも当時
すでに三年以上、その場に暮らしていたが、互いの
連絡は限定的であった。段ボールハウスは、日中折
りたたんで移動することができる反面、雨露を防ぐ
には、その外部により堅固な屋根や壁が必要であ
り、そのようなスペースは渋谷では、駅舎、区役所
（二階テラスと地下駐車場）、商業店舗が閉店時間後
シャッターを下ろした軒先のスペースなどに限られ
ていた。そうした繁華街の隙間に深夜「ロケット」型
の簡易な段ボールハウスを作って寝る人たちの間に
は、およそ親密なコミュニケーションなど交わされ
ようもなかったのだろう。聞けば互いに顔を合わせ
ることくらいはあるが、挨拶も言葉も交わしたこと
がないという人たちが多かったように思う。また西
新宿の地下広場や中央公園の段ボール村で経験した

「仲間」どうしの面倒な人間関係を敬遠して、敢えて
渋谷へと流れてくる当事者たちにもしばしば出会っ
た。
私たちの支援活動は当初、それらの人たちの寝場

所を隔週土曜日に訪ね歩いて、弁当とお茶、薬など
を配ってまわることから始められた8）。夜回りには、
新宿の段ボールハウスに居住する野宿の仲間がいつ
も2～ 4名手伝いに来てくれていたが、初めて事務
所での飯炊きから参加してくれた渋谷の当事者2名
は彼らとは違い、いずれも定住できるテントや小屋
をもっていなかった。一人はある日「渋谷を離れる
ことになった」と、マンホールの中に隠してあった5
合炊きの炊飯ジャーを「母の形見」だといって当時学
生だった私にくれた。野宿状態で電気が使えなかっ
たこともあろうが、平生の居場所には、いつか再起
を志して保管していたであろう母親の形見を置くス
ペースもなかったのである。
このように渋谷地域（とりわけ駅周辺地域）は90年

代半ばまで、先行して野宿者の集住が進んでいた新
宿に比して、孤立し絶えず移動して暮らすことを強
いられる場であった。そのような環境にあって、当
事者ニーズを集合化するために、私たちが始めたの
が公共地での寄合いと共同炊事活動であった。当初
隔週で行っていた弁当の個別配布をやめ、1995年7
月に初めて宮下公園で、また1996年に入ってからは
雨天時と越冬期（11～ 5月）には、営団地下鉄が管理
する地下鉄駅構内の一カ所にブルーシートを敷き、
事前に用意したパック飯を集まって食べることにし
た（図5）。毎回米50合50～ 80食ほど用意していた炊
き込みご飯の弁当が足らなくなることもあった。
その一年後、1997年11月22日、営団地下鉄職員に

「利用客からの苦情」「環境浄化」を理由に警察・機

図 5. 渋谷駅構内での寄合の様子
（いのけん「冬のり通信」第 1号 1997.12.6）
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動隊を呼ばれ、やむをえず公園に移動。機動隊の輸
送バスが三四台控える宮益坂交差点前の路上で、駅
職員、警察、そしてファストフード店からなんだな
んだと顔を出す野次馬と通行人に向かって、「野宿
の問題は命の問題だ。追い出したって解決しない。
ただもっと見えない別の場所で死ぬだけだ。公園で
炊き出しをやるから来てほしい」とメガフォンで呼
びかけたところ、関心をもった若い連中が駆けつけ
てきてくれ、一緒に夜回りしたことを覚えている。
その夏試行的に始めていた公園での煮炊きを、こう
して冬期間も余儀なくされた結果、以後は宮下公園
で毎週当事者とともに共同で炊事を行うようになっ
た。
当時は依然として野宿者による生活保護申請が行
政窓口で不当に拒否されており（いわゆる「水際作
戦」）、福祉の無策と空前の失業（バブル崩壊後1992
年に増加に転じた完全失業率は2002年に最高値の
5.4%を記録）に後押しされて、野宿者の数はあれよ
あれよと言う間に増加していった。
宮下公園での共同炊事と寄合の参加者は1996年冬
頃までは20～ 40名程度、また区中心区域での夜回
りで出会う野宿者の数は20～ 30名であったが、そ
の年の9月頃から80～ 100名規模へと急増していっ
た（このほか、代々木公園には1997年9月24日昼間
の目視・声掛けによる調査で76名、11月26日106名
―「いのけん通信」16～ 18）。当時夜回りは、20
時半頃に宮下公園を出発し、駅周辺と区役所方面と
二手に分かれ、2～ 3時間ほどかけて行っていたが、
日雇仕事や移動を終え、繁華街が落ち着き出す深夜

23時過ぎに軒先等のスペースに「帰宅」する人もかな
りいた。そこで1998年11月21日、深夜終電後に調査
のためのパトロールを行った際には、駅周辺だけで
158名に出会っている（のじれん1999 『ピカピカのう
ち』4: 19）。2000年に至っては夜回り時間帯に出会う
渋谷区中心区域（渋谷駅周辺、南平台、区役所周辺、
宮下公園、美竹公園・都立児童館、表参道・青山地域）
の居住者数が200名、代々木公園内居住者は300名を
超えるようになっていた（図6）。
私たちは活動当初から「あげる、もらう」の一方的

な奉仕の関係になることを忌避して、共同炊事、夜
回りのほか福祉行動（生活保護申請等の付き添い）や
施設入所者との面会、労働争議案件でも、常に野宿
当事者を巻き込んで行い、効率性ではなく共同性を
重視した活動を行ってきた。「仲間の飯は仲間で作
る」。「仲間の命は仲間で守る」が合言葉だった。そ
もそも大鍋での煮炊き、野菜の切り込み、包丁研ぎ、
小屋がけ、テントの設置解体、大工仕事、電気関係、
何をとっても経験者が多い野宿の先輩に私たちはい
つも教えられていた。エンパワーメントとか支援と
かおこがましいことを言う前に、彼らはすでに力と
技能をもっており、私たちはそれを引き出す場と資
源を用意するだけでよかった。

1998年、東京都福祉局との交渉で都立児童会館の
広い軒先スペースでの集団野営を黙認させてから
は、当事者団体（渋谷・野宿者の生活と居住権をか
ちとる自由連合（のじれん）―当時。のち名称変更）
へと改組し、炊事・野営と自主管理、自助の取り組
みを進めていった。

図 6. 渋谷区内野宿者概数の推移
（2000年 12月～ 2002年 8月のじれん調べ）
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コミュニティー・オーガニゼーションと自治体「梁
山泊」
活動の視野はその後、2000年7月に開催された沖

縄サミットに東京から徒歩で向かい参加した「全国
行脚」をきっかけに、同年11月にニューヨークで開
催された「貧困者世界サミット」への参加、インド、
フィリピンの占拠民訪問を経て、海外、とりわけア
ジアの貧困運動へと向けられていった。国内各地の
野宿者との交流は以前から行ってきたが、私たちは
とりわけスラムでの当事者コミュニティーの組織化
手法（Community Organization）への関心を深め、海
外のNGO組織（ACHR：居住権のためのアジア連合）
から資金助成を受けたことをきっかけに当事者の経
験交流を旨とする「ホームレス東アジア交流（EAE）」
を実施した。これは日韓の野宿者相互派遣、日韓両
国から香港への訪問、日本での参加国ワークショッ
プを含む一連のプログラムからなっていた（詳細は、
ホームレス東アジア交流実行委員会 2001）。取り組
みののち、実行委員の中心メンバーであった湯浅誠
は、プロジェクトのインパクトと意義を以下のよう
に要約している。

EAE終了後、渋谷では宮下公園を中心にコミュニ
ティー形成の動きが加速度的に強まり、「真に当事
者主体の運動」を実現するためのさまざまな試みが
始まった。支援者の旗振りの後を仲間が訳もわか
らず付いてくる。支援者が仲間の利益を「承知した」
と自称し、仲間の利益を代弁する。―そんな運
動はもう終わりにしたい。そんなものよりも、仲
間たちが仲間同士のつながりの中でそれぞれの個
性と力を見出し、発揮させるその力の方が、もっ
とずっとより豊かなものを実現できる。支援者は、
その仲間のイニシアチブの後にわが身を置いて、
自分のできる「支援」を考える。（のじれん 2001『ピ
カピカのうち』13-14：3）

折からの野宿者急増を受け、宮下公園および美竹
公園（隣接する東京都児童会館前を含む）はすでに、
渋谷駅周辺地域において野宿生活を余儀なくされて
いた者たちの定住拠点となっていた。EAEに参加し
帰国した「住民リーダー」らを中心に宮下公園居住者
の一部が結束を深め、2001年4月に宮下公園自治会
「梁山泊」が結成された。リーダーは「〔公園内に住む
野宿者〕49人中13人が活動に参加しているのが現状。
1/3の活動参加がコミュニティ成立にあたってのひ
とつの目安」（2001年8月22日「山梨ワークショップ
議事録」）と述べていたが、9月にはのじれんの協力
のもと、自治会は当事者によるコミュニティー調査
を実施（全ほか 2003参照）、10月には発足式を開い
ている。支援者はファシリテーターに徹し、当事者
中心の水平的な意見交換を行うワークショップ手法
を用いて、コミュニティーの熱気は高まり、梁山泊
は驚くほど矢継ぎ早に様ざまな共同生活の創意工夫
を重ねていった。
梁山泊は、のじれんの共同炊事とは別に、独自で

フードバンクに団体登録して食材の提供を受け、共
同炊事を行うようになった。自治会には食事用テー
ブルのほか、物資倉庫、集会場、汲み置きポンプ式
のシャワーや洗濯機があり、二台あったジェネレー
タで動かすことができた。また郵便ポストを設置し
て、梁山泊宛の郵便を受け取っていた。
郵便ポストは、公園のベンチに数字を振って郵便

物を届けさせたイギリスでの実践にならったもの
で、テントの電化は、東アジア交流を通じて知り合っ
た名古屋のテント村の仲間の実践例（廃品回収した
カーバッテリーをつかった電化）、また韓国の自治
組織統一村の取り組み（電線から直接配線し、電力
会社と交渉して「不法占拠」バラックにメーターをつ
けさせた）に触発されたものであった。電化の試み
は、代々木公園のコミュニティーにもすぐに広がっ
ていった。

図 7. 全ほか 2003：186より引用
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日々の食事を共にするのみならず、アルミ缶集め
やフリーマーケット、弁当販売、建設現場・引越し
手伝い等々の日払い仕事を共同体として請け負い、
テレビ番組で取り上げられた後には、庭の整備や草
取りリフォーム、左官、塗装仕事の紹介を受けるこ
ともあった。
また銀行口座の開設がままならない野宿の仲間た
ちは、フィリピンでのマイクロファイナンスの実践
に倣い、就業を通じて手にした資金の一部をセービ
ング共同組合「あすなろ基金」をつくって貯蓄してい
た（図8 ただし、貸付には至らず）。
公園内のトイレに「野宿者狩り」を呼びかける落書
きが書かれたときには、「宮下公園クリーンアップ
大作戦」と題して大々的に自主清掃・塗装の取り組
みを行った。梁山泊自治会がのじれんと共同で行っ
たこの自主清掃活動は話題を呼び、新聞報道でも好
意的に取り上げられた（朝日新聞2011年11月13日記
事「野宿生活、自主清掃　渋谷・宮下公園」）
このほか、月一回の映画上映、実現には至らなかっ
たが、太陽光発電や風呂設置、公園内に堆肥置き場
を作って、将来的に売ろうという構想もあった。多

摩川河川敷の土地に野菜を植え、すでに共同炊事の
食材をいくばくか収穫できるまでになっていた。
共同体に属する当事者たちの主な収入源は廃棄ア

ルミ缶の回収であった。当時、東京西部圏ではほと
んどまだ見られなかった空き缶拾いは、2000年に宮
下公園で開催した第2回夏まつりで、のじれんが連
れてきた回収業者が「路上に一円が落ちている」と表
現して以来、アルミ缶置き場を確保できる定住層を
中心に普及していった。2001年6～ 9月当時の記録
を見ると、宮下公園からは通算14名が回収作業に参
加（代々木公園からは通算30名）、個人ごとの回収量
には当然ながらかなりばらつきがあったが、当初隔
週で行われていた業者回収一回当たりの平均重量は
宮下公園が138.3kg、キロあたり85円換算で1万2千
円弱の収入を得ていたことになる（のじれん調べ）。
その後2005年8月には、週一回のアルミ缶回収に平
均10名が参加、全員で一回平均761.5kg（当時1キロ
85円換算で6万5千円弱）と、一人当たりの回収量は
数年で飛躍的に増えた。ちなみに同年6月時点では、
宮下公園内に居住者107名、98梁のテントが存在し
たうち、17名が梁山泊メンバーであり、8月17日の

図 8. 宮下公園梁山泊セービング・プロジェクトの案内文（抜粋）
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梁山泊共同炊事では41名分を配食している（梁山泊
調べ）。

災害ユートピアと公的福祉の不在
こうした野宿者コミュニティーの実態はいわゆる

「災害ユートピア」の一例とみなすことができるかも
しれない。だが私は上記の経験を決して理想郷とし
て回顧しようとしているのではない。そこには書き
切れないような種々の生活上の問題や諍いもあり、
当事者同士の上下関係、支援者への遠慮のような支
援者からは見えにくい側面も多々あった。「先住者」
である鼠が食材を齧りに来たり、ゴキブリやなめく
じは当たり前、ブルーシート一枚で外気と接するも
ちろん理想からは程遠い居住環境である。自治会を
支援団体と勘違いして昼夜問わず助けを求めに来る
人がいる、誰それは顔をあわせても挨拶をせず不愛
想だなどの些事についてみんなで議事録をとって議
論していた。それはまごう方なく近隣共同体だった。
「梁山泊」とはもちろん無

アウトロー

法者たちが集った水滸伝の
組織になぞらえた名称で、コミュニティーには空手
の師範代、柔道の黒帯、元暴力団員といった強面か
ら、大工、トビ、調理長、農家の息子、元郵便局員、
元会社経営者、漫画家、無類の映画好き、シケモク
拾いの名人、病者・障害者などが集った。特殊な人々
だったというのではない。むしろ階層分化や過度な
凝
セグリゲーション

離 が進む以前の都市共同体では日常的に出く
わしたはずの、普通の、しかし雑多な人々である。
ほかでは概して敬遠されるような人も、ほかに行き
場をもたない者の集まりの中に許され、居場所を得
ていた。上述した記録は、行政による福祉的な支援
を受けることができなかった人々が、困難な生存環
境を共同で生き抜こうとした自活の試みのわずかな
部分である。
共同炊事を行い、皆でテントを建て、電気器具や
衛生上必要な設備、インフラを整備する。いずれも
被災地の避難所であれ難民キャンプであれ、救難
キャンプとしてはむしろありふれた必要な営みだろ
う。野宿者（「ホームレス」）とは「独特の人生観と哲
学をお持ちの方々」（1995年10月青島都知事（当時）
発言）であり、特別な「自立支援」が必要だという先
入見と蔑み、そして自然災害避難者には法的に「緊
急避難」行為として許容される公共地におけるこれ
らの振舞いが、野宿者によってなされた場合にはす
なわち不法行為になるという決めつけが、これらの
実践を意外に思わせているだけである。
共同体の営みは、いずれも公共地のスクウォッ
ティングに基づく生存活動であった。一定の広さの

土地を占拠しないことには、人は生きられない。当
時は野宿者による生活保護申請がまだ窓口で拒否さ
れており、支援者による同席までが窓口職員によっ
て頑なに拒絶されていた。
私たちは繰り返し福祉課に申し入れをした。生活

保護申請を受け付けるように。「敬老無料入浴デー」
の利用が区民に限られ、登録証提示が義務付けられ
たことで、野宿者の利用ができなくなったときには、
区役所地下駐車場にあった福祉利用者用のシャワー
を使わせてくれるよう何度も交渉したが受け入れら
れなかった10）。私たちは街頭で募金を募る「フロ券
行動」もやったが、公園に無料の冷水シャワー設備
がつくられたのはこうした公的福祉の不在があった
からだ。
生活保護以外に、入居可能な公的施設もあった

が、一般就労可能な健康状態であることが条件で、
それらは野宿者による生活保護申請を妨げる前払い
のようにさえ機能していた。東京都では全国に先駆
けて、自立支援センターが当時すでに設置されてお
り、緊急一時保護所でのアセスメントを経て就労自
立を前提とした入所が可能であった。しかし、一時
保護は利用期間が一か月（最長二か月）で、アセスメ
ントの結果「タイプIV：社会とのかかわりを望まな
い層」と分類されれば、第二ステップには進むこと
ができず、その後の自立支援センターも原則二か月
（最長四か月）以内に仕事を見つけられなかったり、
飲酒制限、18時門限など規則の違反があれば退所（タ
イプIVに分類！）、しかも就職支援といっても、セ
ンターに現住所を置けはするものの、自分でハロー
ワークに行って探してこいというもので、当事者に
はすこぶる評判が悪かった。ハローワークには路上
からでも通え、住所を置けるメリットがあっても、
警備会社などにはすぐに自立支援センターの住所が
「ホームレスの寮」であるとバレて敬遠されるという
のがもっぱらの噂だった。
野宿者にはそもそも働いている人がたくさんい

る。新聞の求人広告等で探して引っ越しバイトなど
に従事する人、テキヤ、拾い（雑誌集め、また渋谷
では少なかったがバタヤ稼業）、ナラビ（ダフ屋の下
請け）、空き缶回収など。イチョウ並木が色づく季
節には銀杏を収穫して卸す人もいた。
国の実態調査でも7割の野宿者が仕事を持ってい
た（厚生労働省 2007）。それゆえ、アルミ缶回収等
仕事が定着した宮下公園では、自立支援センターに
行くと空き缶を置くスペースがないから日銭がなく
なる、公園には戻らないと誓約させられるから、就
職に失敗したときのデメリットの方が大きいなどと
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判断する者が大半だった。8割方の野宿者はセンター
の存在を知っていたが、利用率は2割を切っていた。
試してみて失敗して戻ってきた人ももちろんいた。
選別を経て就労可能層のみが入所する自立支援セン
ターの「就労自立」率は5割程度、しかし半年後には
その半分が再野宿化しており、当事者の判断には確
かな裏付けがあった（Kimura 2010: 7f.）。
公的な支援が得られないなか、路上の困窮者は増
え、宮下公園のテントは2002年には100軒を超えた。
しかしこのような困難な状況に置かれながら、日本
の野宿者は海外のスクウォッティング運動のように
空家など私領域を占拠するのではなく、災害時避難
場所に指定された都市公園の一部を占用するにとど
まっていたのだから、きわめて遵法的であったとさ
え言える。

「対策ある排除」と野
ホームレスネス

宿生活の犯罪化
2002年に「ホームレスの自立の支援等に関する特
別措置法」が成立・施行された。この法律が制定さ
れるまで日本には、軽犯罪法第一条にもとづく「浮
浪者」（「生計の途がないのに、働く能力がありなが
ら職業に就く意思を有せず、且つ、一定の住居を持
たない者で諸方をうろついたもの」）ないし行政実務
上の「住所不定」者は存在しても、「ホームレス」（「都
市公園、河川、道路、駅舎その他の施設を故なく起
居の場所とし、日常生活を営んでいる者」）は法律上
は存在せず、公式の統計もなかった11）。

94年、96年の新宿西口における大規模な野宿者排
除によって象徴される「対策なき排除」と支援者逮
捕、無罪判決（1997年3月6日東京地裁判決）を経て、

東京都福祉局は1997年10月13日「強制排除は行わな
い」旨を当事者に確約し、「暫定的自立支援事業」の
街頭相談を行った。しかしその後この東京都の自立
支援スキーム（就労自立型）をモデルとして法整備が
進められた結果、全国的に野宿者に対する行政の姿
勢は、これ以降「対策」を伴う公園クリアランスの時
代へと移行していくことになる。
宮下公園で空き缶集め等「都市雑業」に勤しんでい

た野宿者たちが慨嘆したように、ワークファースト
型のステップアップ自立支援事業には大きな限界が
あり、野宿者減にはつながらなかった。
野宿者の数をただ減らしたいのであれば、行政が

行うべきことはある意味でシンプルである。野宿者
を差別せず、セイフティーネットによる最低保障を
行うこと、とりわけ就労支援施策の前に、居住支援
を充実させることである。公園に形成されていた自
治会は、救難キャンプの一例だと先に述べた。福祉
の不在があり、やむを得ぬ一時的・代替的な避難所
の性格をもっていたからこそ、2004年以降東京都が
打ち出した地域生活移行支援事業によって、居住支
援が具体化されたとき、公園居住者は半減していく
ことになる。

2004年、東京都は、大規模公園の定住野宿者層を
対象に、月額家賃3千円の民間住宅を割り当て、清
掃仕事など臨時の就労を提供する支援事業を開始し
た。6月新宿区内の公園で先行実施し、421名が利
用、野宿生活からの脱却をした。2005年には代々木
公園、2006年には宮下公園内居住者にも事業は適用
され、多くの野宿者が「3千円アパート」へと移って
いった。宮下公園を含む第二期事業（2006～ 7年度、

図 9. 宮下公園野宿者数の推移（のじれん調べ）
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墨田川流域、江東区立館川河川敷公園、渋谷区立宮
下公園、中野区立椛山公園が対象）の利用者は755名
に上った。宮下公園内には、2006年10月7日・14日
に97名の野宿者が確認されていたが、12月27日には
29名へと減少している（図9）。
地域生活移行支援事業は、従来の施設が就労自立
先行型（ワークファースト型）であったのに対し、ま
ず住居を確保するハウジングファースト型の支援の
試みであった点で画期的であったが、大規模公園に
居留する定住層のみを対象とした点、公園への新規・
再流入を規制したこと（退去者には戻らない旨の誓
約書を書かせ、テント跡地には規制線を張るなどし
た）、当初借地借家法による居住権の保護が適用さ
れない2年間の時限的措置であったことから12）、「公
園適正化」（ホームレス法第11条）という名の排除が
主眼ではないかとの批判も強かった。
実際に、石原都政は2004年、この施策の導入と時
を同じくして、都立公園条例を改正して、立ち退き
条項の法制化を検討し、条例第24条に規定違反行為
の中止と知事による退去命令を根拠づけた。都庁の
眼下、野宿者が集住していた新宿区立新宿中央公園
では、同年5月には、24時間警備が開始されており、
2013年より公園管理を民間委託（指定管理者制度）、
以降は、野宿者による宿泊および新規流入を厳に取
り締まっている。
また野宿者の減少が喧伝された2016年、厚生労働
省実施の「ホームレスの実態に関する全国調査」の結
果詳細を見ると、寝ている場所が「決まっていない」
とする者の割合は、2003年調査以来増加し22.5％
（2003年は12.8％）、また小屋常設者が減った一方で
（2003年時54.4%から2016年は34.3%）、上記施策の
対象外とされた、非定住者層の割合が年々増加して
いることがわかる（厚生労働省 2017: 3-6）。

５．共有財の私有化と共同性の剥奪

空の占拠と眺望の収奪
さて宮下公園の事例に見たように、渋谷の巨大資
本によるジェントリフィケーションの特徴として、
高額地価ゆえの立体化・高層化がもたらす別の効果
もまた見逃すことができない。久々に渋谷を訪れた
人が、駅を降りて気付かされるのは、「空がなくなっ
ている」ことかもしれない。駅周辺の上空のパース
ペクティブがこの１～ 2年の間に激変し、地上から
見上げた空の面積が実に狭く切り取られているので

ある。大地に加え、空という公共財が知らぬ間に私
有されている。自然環境を含めた景観が劇的に、か
つ階級的に再編されつつある。

2012年に開業した渋谷ヒカリエと同じ高さの渋谷
ストリーム（地上35階180m）は2018年9月オープン済
み、加えて駅周辺には、地上47階229.7mの渋谷ス
クランブルスクエアが2019年秋に一部開業予定であ
り、すでにその威容があらわになっている。「環境
浄化」「景観」を重視して野宿者を庁舎から追い出し
て植栽工事を進めてきた行政が、資本によるこうし
た景観の収奪には寛容である。私有の拡張によって
空という手つかずの自然を、地上に住まう我々の視
界から遮断し、それを眺め享受することが妨げられ
る。人々は新たに建てられた建造物の屋上に設けら
れる展望台「渋谷スカイ」からの眺望を恭しく拝受
し、その足でシャワー効果よろしく階下での消費へ
と促されることになるのだろう。
空を占有し眺望を収奪した高層ビルに、サイバー

空間を牛耳るグーグル社の日本法人がオフィスを構
えることになっているのは象徴的だろう。スクラン
ブルスクエアのうち商業店舗・ホテルを除く全フロ
ア14～ 35階を同法人が占める予定であるという。
そもそもグーグル社は2001年来、2010年に六本木ヒ
ルズに移転するまでは、近隣のセルリアンタワー東
急にアジア初のオフィスを構えていたのであり、渋
谷には今回十年振りに帰還する形になる。あらゆる
知のオープン化と共有を謳うプラットフォーマーに
よって、ローカルな地が占有されるとは皮肉ではな
いか。ここに何を読み解くか。

外部性の市場化と所有者責任社会
グーグル社がその広大な本社オフィスを構えるア

メリカ、シリコンバレーには、一昨年アップル本社
ビル（Apple Park）が登場し、その地価は歴史的な高
騰を見せている。もともとは若い起業家たちが成功
を企図してガレージで作業を始めたような地域が、
彼らの成功を通じてテクノロジー産業の牙城とな
り、今や賃料の騰貴によって、学生や有職者の野宿
生活者や車上生活者が増えているという。このよう
な事態はジェントリフィケーションのまさに典型例
と言ってよいだろう。今般Googleが復帰する渋谷は、
渋い谷（ビターバレー）をもじって、ビットバレーと
銘打ち、日本のシリコンバレーを目指すという。そ
れで誰が得をするのか。起業家？資本？消費者？行
政府？新住民？各々に検討の余地があるが、ここで
は環境としての公共財が有する外部経済の性格と不
動産の地

レント

代に注目してみよう。
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共有財の特徴を経済学に倣って非排除性と非競合
性にみるとして、路上に生きる存在を犯罪化し排除
しようという勢力はしかし、公共地の適切な使用の
在り方をめぐる原則を争点化したりはしない。公園
での野宿は、公共地の非競合性を害するゆえにその
占有的使用（占用）に問題があるのだというような議
論がなされるとすれば、そうした論点はひとえに共
有財を利用する優先順位の問題に行き着くだろう。
共有財の不平等な分配は、最も不遇な者の利益を最
大化する場合には許容するのが義務論的リベラリズ
ムの原則である（格差原理）。これは、公園に災害時
避難所や被災者支援住宅が建設されるときには敢え
て問題にならず自明視されている（公営住宅の件数
は希望者増にもかかわらず、2005年をピークに減少
しているが、東日本大震災にかかる災害公営住宅の
整備のため2014年から微増に転じている）。
都市開発において目論まれているのは畢竟、公共
地の公共性の回復ではなく、公共地の私有化による
廃棄ではないか。
そこで優先されているのは、実際には、公共地の
大規模な私有化（排他的所有）によって、公共地とい
う外部性を、市場の内部に組み込み直す所有化の過
程である。
有料施設化することによって、共有財の非排除性
は損なわれるが、周辺居住者（土

ジ ェ ン ト リ

地持ち階層）にとっ
ては、負の外部性が正に転じることで得られる地代
利得のほうが優に大きい。ジェントリフィケーショ
ンは行政窓口にいる職員の悪意によって成立してい
るのではない。黒幕はこうした現代の都市型資本の
機序にある13）。
児童相談所の建設にさえ頑なに反対する都心の
ニューカマー住民たちは14）、野宿者による公園での
炊き出し利用についても当然反対をする（青山パー
クタワー 15）管理組合「美竹公園の野宿者について（再
要望2017年7月3日」）。彼らに言わせれば、野宿者が
公園で炊き出しをすれば、彼らの財産目録の価値が
目減りするのである。他方で駅前にグーグルブラン
ドが誘致されれば勿論、彼らの所有資産も格上げと
いうわけである。
都市の余白は、都市公園が広域避難所としての役
割を負うように、防災の観点からも必要なのだが、
避難者は、ホームレス法が定めるように自然災害被
災者という「故ある者」とホームレスという「故なき
者」に仕分けされている。
ホームレス法にいう「ホームレス」とは「都市公園、
河川、道路、駅舎その他の施設を故なく

0 0 0

起居の場所
とし、日常生活を営んでいる者をいう」（傍点は引

用者）。この表現をめぐっては、当時法案を審議し
た衆議院厚生労働委員会の記録が残っており、与党
自民党の長勢甚遠議員（厚労委理事、のちの法相）が
次のように答弁している。

「故なく起居の場所とし、」と規定いたしましたの
は、災害等により住居を失い、公園等に設置され
た仮設住宅に身を寄せておられるような正当な理
由により公共的施設を起居の場所として利用して
いる方が含まれないようにするためであります（衆
議院事務局 2002: 29）。

2011年大震災の直後、各地の学校や公民館で被災
者の受け入れが進む傍らで、渋谷区では6月、美竹
公園、区役所地下駐車場、区役所前公衆トイレが一
斉に封鎖され、７月には美竹公園で、野宿者たちが
居住するテントを対象とした行政代執行が行われ
た。
自然災害の被災者とは対照的に、多く失業という

社会・経済的災害を契機に野宿生活を余儀なくされ
た者たちは、共有財にただ乗りする者（フリーライ
ダー）として敵視されている。それゆえに「共有地の
悲劇」を避ける方策として、国や自治体は公園の公
共性を放擲してまで、私有による管理を粛々と進め
るのである。
宮下公園でまさしく梁山泊自治会が活気づいてい

た頃、アメリカではブッシュ・ジュニアの新保守政
権が「所有者責任社会（ownership society）」なる構想
を掲げていた。年金や健康、教育の分野にわたって
労働者、患者個人、家族による自己決定と自己コン
トロールを推奨し、公的扶助の縮小を狙うその企図
は、日本ではいずれも小泉政権下で成立したホーム
レス自立支援法（2001）、障害者自立支援法（2004）な
どの「自立支援」法制によって実体化されていったと
言えるだろう。2001年6月、小泉政権によって招集
された経済財政諮問会議は、初の「骨太の方針」を決
定、そのなかで、「自助と自律」をこともあろうに社
会保障制度の基本理念として掲げた。「働く意欲と
能力」のある野宿者および障害者の就労支援は、実
際には、通常の職業安定所を窓口とし16）、「公園の
適正化」（避難場所の剥奪）を伴いながら困窮者を雇
用市場に投げ返すとともに、福祉サービスの応能負
担を否定し、応益負担を強いた。自助努力が強調さ
れ、今般の生活保護費の段階的引き下げ（2018年か
ら3年で国費160億円分削減予定）を取りざたすまで
もなく公的扶助は確信的に切り詰められている。
渋谷の現況が指し示しているのはつまり、改正さ
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れた都市公園法に基づく公園単体の改造の問題など
では到底なく、新自由主義グローバリズムと「所有
者責任社会」の理念によって牽引された大都市再開
発のひとつの理想化されたモデルなのである。
野宿者が追い出された代わりに、誰が土地を占拠
するのか。ジェントリファイしているのは誰なのか。
留まることを禁じられた流浪の民が昼夜、不在の隙
に、都市の余白はまるで陣地取りのように埋められ
る。「寝場所」を離れたとき、そのあとを占領するの
は往々にして、それ自体意思を明示しない無機物で
ある。時にそれは衆人の目を眩ませ、「アート」を僭
称する醜悪な構造物である。テントを除却した後に
建てられるスポーツ施設や利便施設は、野宿者とい
う「法外な」者たちを、より無害な者、馴致された者
たちによって置き換えるための意匠である。それら
は公共地を管理する意図にそぐわない占拠者たちを
追い出し、場所を埋め、時には廃棄すること自体を
目的としている。体を横たえる余地を都市から消去
する。
繰り返すが、共有財の公開性（非排除性）を重視す
るがゆえに、ホームレスを不法化し、不法占拠者か
ら公園を解放しているわけではない。野宿者の後に
は、花壇がおかれ、壁が置かれ、フェンスで囲まれ、
利用料を課すことによって利用者を選別する閉鎖空
間がその土地を占める。そうした外部性の統御を通
じて、周辺不動産の地代が格上げされることが期待
されているのである。

６．共に生きる営みと「抵抗」

ふたたびホームレス法の「適正化」条項について。
第11条条文には「公共の用に供する施設を管理する
者は、当該施設をホームレスが起居の場所とする
ことによりその適正な利用が妨げられているとき
は、ホームレスの自立の支援等に関する施策との連
携を図りつつ、法令の規定に基づき、当該施設の適
正な利用を確保するために必要な措置をとるものと
する」とある。「自立支援」施策が講じられていれば、
公園適正化のための排除を許容するものと読める。
適正化＝正常化（ノーマライゼーション）。この語は
しかし、そもそも障害等を抱えた者たちが、隔離さ
れた地域や施設ではなく、健常者が当たり前に生き
る社会の中で共に暮らせるよう支援しようという理
念を指していたはずである。その高邁な理念がここ
では、多様な生の在り様を拒むための標

スローガン

語へとすり
替えられている。適正な公園とはいったい何か。

オキュパイ・ウォールストリートの舞台となった
ズコッティ公園で、スラヴォイ・ジジェクは、「カフェ
イン抜きのコーヒーやアルコール抜きのビール、脂
肪分ゼロのアイスクリーム」が出回る社会が人々を
腐敗に追い込むのだと、卓抜な比喩をもって、従順
に馴致された異論抜きの社会に対する警告を発し、
「コモンズの問題は健在である」と力強く述べた（『オ
キュパイ！ガゼット』編集部編 2012：46）。
公共地の予想外の使用を許さない管理の思想が貫

徹したとき、公共地はどのような姿をしているか想
像してみよう。ストリートは規格化されたレーンが
よい（“Stay in your lane!”―分をわきまえよ）。新
宿の四号街路にいた野宿者を追い立てるために、青
島都知事がつくった「動く歩道」であればなお良い。
自動化されたレーンの上を人は決められた列と順序
を乱すことなく従順に、一方向に、ベルトコンベヤー
に載せられるように進んでいく。馴致された労働者。
フォーディズム。規格外のものは締め出して、予想
された範囲で、計画通りに、効率よく迅速に進むの
がよい。公園も、人生も。
しかし他方で、雇用調整弁として流動することを

迫られたプレカリアートたちは毎日決まった時間場
所に勤務できる「職場」をもちえない。労働者の生の
流動化を促すポスト・フォーディズム。
居留する場所を失い、食に事欠き、ほかに行くあ

てのない者たちが集う公園での共同炊事には、今日
も規格外の生が集う。アル中の人、落ち着かない人、
大声で喚く人、粗暴な人、厄介な人、「困ったちゃん」
がぞろぞろやって来る。誰でもおいでと、路上だか
ら公園だから受け入れる。私たちは管理者ではない
から、規制する権限などそもそも手にしてはいない。
代わりに手助けを請う。一緒にやろうよと誘う。俺
はやんねえよ、やだよと距離を置かれることもある
が、それでもいい。距離を取ってその人たちも共に
いる。時に酔っぱらって喚く人があれば、皆から離
したうえで付き添う。取り乱している人がいれば落
ち着くまで話を聞く。一緒にいて他愛もない話を何
時間もしているうちに、だんだんと平静を取り戻し
てくる。笑う。人前ではあんなに気を荒立てていた
のに、ごめんねと謝ってきたり、泣いたりする。
作業に加われなくても食べられる。食事は共同作

業の、労働の対価としての支払いではないから。報
酬ではないから。一緒に作ると美味しいよと言う。
施しではないから一緒に作ろうと誘う。
多様な人を受け入れるには余裕がいる。予期せ

ぬ出来事に対応するには、気持ちの余裕も時間も
人手も必要だ。作業は増える。だからもっと多く
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の人に助けを求める。
集合する価値、連帯して生きることの価値がこ

こには見出されている。
公共地の私有化、すなわち「囲い込み」17）によって
流動化した労働者を工場へと一堂に集めることに
よって資本は剰余価値、利潤をせしめてきた。し
かしプレカリアートの生きる場からはこの種の共
同性はもはや奪われている。仕事場でも住まいで
も、近隣でも。
路上から生活保護が適用になってアパート入居

を果たした仲間が最近こぼしていた。屋根はある
が寂しい、一人では落ち着けない。声を掛け合い、
おせっかいをしあう、時には小銭やたばこや酒を
融通しあい、世話になりあう関係が独居にはない
からだという。

仲間と「隔離」されちゃう。毎日会って話してい
た人と会えなくなる。野宿しているときはほかの
人のことも考えなきゃいけなかった。そういうの
がいきなりなくなると。今の生活はあまり楽しめ
ていない重い感じ。（48歳男性。2018年10月13日筆
者聞き取り）。

「3千円アパート」事業の時には、「これはアパー
トへの排除だ」と批判した当事者がいた。「ホーム
レスに月3千円の住宅まで世話をしているのに〈排
除〉だとは何事か」と人は思うかもしれない。そこ
で問われているのはしかし、共に生きることの価
値だろう。この点は当たり前のようでいて、困窮
者の福祉的な支援においては問題になることが少
ない。2001年に訪れた韓国では路上の共同体ごと
受け入れる「希望の家」があった。共同で仕事づく
りをおこなう事業創造の取り組みがあった。
衣食住の生活条件からすれば、路上脱却できさ

えすれば、たとえば新たな住まいが、ネットカフェ
であろうと、ピンハネ施設であろうと、またアパー
トならなおさら野宿状態より当事者にとってマシ
だろうというパターナルな温情がある。実際の当
事者の意思はそれとは別のものを指していること
がままある。
パターナルな温情から路上の共同体を各地に点

在するアパートや施設に分離入所させたとき、生
じるのは、共

コ モ ン ズ

同性からの疎隔である。たとえ家族
集団等に疎まれても、なお人は寄り添いあうこと
を必要とする。都市に今欠落しているのはまとも
な住宅政策であるにちがいないが、加えて必要な
のは共同性である。ただし後者は本来的に、国家
によるサービスに期待すべきものではなく、自律

的に私たちが涵養するほかない。共に生きること。
それは行政への狭義の要求運動とは異なる、私た
ち自身が取り組むべき課題である。
共に食事を作り、分かち合い、食べるというこ

と。それほどラディカルで過激な抵
プロテスト

抗には見えな
い、公園の暫時の占用にもとづくきわめて穏当な
行動が提起しているのはしかし、一時的な自律空
間（TAZ）の創出である。それは既存の公権力や社会
秩序の在り方に対する代案を示している。
ここで、「生きさせろ」という主張がなぜ今日の

日本で、抵抗運動たりうるのかを考えなければな
らない。プレカリアートが生き延びるための行為
（公共地への緊急避難）が、他者危害（「迷惑」）の名
において力づくで放棄させられている。国家の本
質が二重のセキュリティ管理（安全保障と社会保
障）であるとするならば、そもそも自己保存の権利
を保障しない国家に従う道理などない。
「囲い込み」によってかつて小作農が職住の地を
追われたとき、彼らは産業革命下の工場の扉を叩
き、賃金労働者となり果てたが（資本の本源的蓄
積）、労働の規格化が進捗し雇用市場に耐え得なく
なった者はどこに生きる余地を見出しうるだろう
か。自立支援センターが「社会生活不適合」とレッ
テル張りした、規律訓練の「不適合」者は、流浪し、
いまだ合法的な居所を失ったままである。囲い込
みによって排斥された（enclosure=exclosure）持たざ
るものの行き場は、福祉的施設ではなく、究極的
には監獄施設への収容である。所有者責任社会は、
市場の外部への避

レフュジー

難者を管理するために「自助努
力」を強調し、懲罰と収容を好む。規律訓練に適さ
ず、労働市場の規格に沿わない者は、フォーディ
ズムと都市への適応不全を「意思」の問題と断罪さ
れ、懲罰を受ける。「自立の意思」を欠いた、「独特
の哲学」をもつ者として。
避難所としての公園を求めるのは、しかし流動

することを強いられたプレカリアートにとどまら
ない。「屋根」を得たはずの生活保護受給者たちも
また、公園に束の間の居場所と〈共

コモンズ

〉を求めて集う。
ほかに行き場を失った者たちが、寄り添いあって
生きることがなぜ抵抗になるのか。それは大都市
公共地の階級的転換が、集合的な生を孤立化し、
規格に収まらない生を「法外な」者として拒絶するか
らにほかならない。公園が施錠管理されることに
よって、公園利用者は不法侵入者・不退去者に転化
し、また公共地の私有化は、路上に体を横たえるな
けなしの余地をも避難者たちから収奪する。だから
こそ私たちはそれに抗わなければならない。生きる
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ことそのものを犯罪化しようとするすべての勢力に
対して。
抵抗運動が抗議の対象となる問題の解消を希求す
るものであるかぎり、それが成功裏に到達点に達し
たとき、運動そのものも必然的に解消する定めにあ
る。避難行為は永続的なものとしては理解できない
し、そうあるべきでもない。しかし路上に限らず共
同生活の場を確保し、共に生きる活動には終わりは
ない。生きる営みが続く限り、共にあることへのニー
ズは解消しない。

注

1） 東京急行電鉄株式会社、東日本旅客鉄道株式会社、東京地下鉄
株式会社、渋谷駅南街区事業推進者（東京急行電鉄株式会社）、
道玄坂一丁目駅前地区市街地再開発準備組合（事業協力者：東
急不動産株式会社）、渋谷駅桜丘口地区再開発準備組合（事業協
力者：東急不動産株式会社）、渋谷ヒカリエ管理組合、渋谷駅
街区土地区画整理事業施行者（東京急行電鉄株式会社、独立行
政法人都市再生機構）、国土交通省東京国道事務所、東京都第
二建設事務所、渋谷区から構成される協議会。2013年5月発足。

2） 以下本節の記述は、拙稿（木村 2017）に加筆修正を加えたもの
である。

3） 田中2017も参照。ただし、2017年4月7日渋谷区都市計画審議会
会議録によれば、吉武成寛緑と水・公園課長は、敷地内で起居
していた「約25名のホームレスの方」（いずれも一階敷地内で小
屋掛けをしていた定住層）には前日までに声掛けを行い、シェ
ルターやアパートへの入居をその日までに完了させていたが、
園内に当日残された人々は、「ホームレスの支援団体と称する
団体の方々」で、「これまでほかの場所で寝泊まりしていながら」
（当夜のみ園内で寝泊まりした流動層であったとの含意）と発言
している。

4） その後（2017年6月）三井不動産は、渋谷区とこの土地の30年間
の定期借地権契約を締結したが、設定賃料（227億5700万円）の
算定根拠が、2015年時点にホテル部分を含めずに、またその後
の地価上昇を踏まえずに行われた鑑定によるものであることが
判明したため、現在、渋谷区区民らが損害賠償を求めて提訴し
ている。

5） 渋谷区はこれに伴い、宮下公園を従来の児童公園（街区公園）区
分から特殊公園へと種別変更することを計画している（街区公
園は平坦地でなければならず、構造物を設置できない）。

6） 渋谷区とナイキジャパンとのネーミングライツおよび施設運営
契約は2020年までの10年間に及ぶものであり、同社は当初の施
設改修に4億5200万円を出費している。契約満期を待たずにも
ちあがった今回の再整備事業を受け、ナイキ社は区に「逸失利
益の補償」を求める申入れ書を送っている。

7） 都市計画マスタープランとは、1992年の都市計画法改正によっ
て、市町村自治体に義務付けられた都市計画に関する基本的な
方針を指し、計画策定にあたっては地域住民の意見の反映が求
められている。

8） 当時「渋谷・原宿　生命と権利をかちとる会（いのけん）」。1998
年に「渋谷・野宿者の生活と居住権をかちとる自由連合（のじれ
ん）」に発展解消、2010年に「渋谷・野宿者の生存と生活をかち
とる自由連合（のじれん）」に名称変更。

9） 「渋谷区中心区域」は宮下公園居住者の数を含むが、2001年4月7
日以前は内訳データなし。

10） このシャワー設備は、生活保護の医療単給を使って、野宿者が
病院での診察を受けるにあたって「医者に不快感を与えないよ

うに」するため、1993年に、渋谷区が設置したものである。区
は貯水槽に貯められる温水の水量がせいぜい四五人分と限られ
ていたことから、通院と就労目的以外の利用は「厳しく限定」し
ており、野宿者数の急増や私たちの申し入れや抗議を受けてな
お、設備の改善を長らく検討しなかった（のじれん、路上生活
者問題連絡会宛「要望書」1999年5月17日および渋谷区6月2日付
回答）。

11） ただし東京都ではすでに先行して1997年から調査が実施されて
いた。

12） のちに再契約、裁判を経て、死亡者を除き、ほとんどの利用者
に生活保護が適用されるに至った。

13） ネグリ＝ハートによる以下の指摘はまさにこの事態を言い当て
たものである。「不動産に詳しい今日のエコノミストたちは、
都市のアパートや建物や土地の価格は、大きさや質の良し悪し
といった、その土地財産固有の特性だけによって決まるのでは
なく、外部性によっても決まる（むしろこちらが主要な要因に
なることも多い）ことを、もちろん十分に承知している。（中略）
これらのエコノミストたちの最大の関心事は、外部性が所有財
産関係の領域の外にあり、そのため市場の論理や交換に抵抗を
示すということだ。彼らの主張によれば、効率的な自由市場で
は、人々は合理的な意思決定を行うが、外部性が関与して社会
的費用と私的費用が同じではなくなり、「市場の歪み」が生じる
と、市場の合理性は失われ、「市場の失敗」という結果に陥ると
いう。ところが、とくに都市環境においては、不動産価格は主
として外部性によって決まるというおかしなことが起きてい
る。市場の失敗が常態になっているのだ。このため、生粋の正
統派の新自由主義経済学者たちは、こうした状況を「合理化」し、
〈共
コモンズ

〉を民営化〔私有化〕することで〈共〉の取引を可能にし、市場
のルールに従わせるための策略を考案することに精力を注いで
いる」（2012：248）。

14） 朝日新聞2018年10月28日付記事「「南青山に児相建設」ぶつかる
賛否　住民だけが当事者か」参照。

15） 美竹公園北隣に立つ地上34階120mのタワーマンション。
16） ハローワークにおける特別支援は、その後2003年に東京都、大

阪市、名古屋市、横浜市など一部自治体にホームレス担当支援
員が配備されるにとどまった。

17） 2018年3月24日に開催されたポスト・アーバニズム・プロジェ
クト研究会の席上における、結城翼氏の報告によれば、渋谷区
で生じているこうした公共地の私有化の過程は、狭義のジェン
トリフィケーションとは区別された「囲い込み」として理解すべ
きである（Yuki 2018）。
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